
別表第２（第３条－第８条関係） 

  

 

 

区域 

ア イ ウ エ オ カ キ ク 

計画地区

の区分 

建築してはならない建築物 建築物の容積率 建築物の建築

面積の敷地面

積に対する割

合の最高限度 

敷地面積の最

低限度 

建築物の外壁又はこれに代わ

る柱の面からの道路境界線又

は敷地境界線までの距離及び

適用除外の建築物等 

建築物の高さ

の最高限度 

建築物の高さ

の最低限度 

最高限度 最低限度 距離 適用除外の建

築物等 

１ 梶野町三

丁目地区

整備計画 

集合住宅

地区 

次に掲げる用途に供するための

建築物 

マージャン屋、パチンコ屋、カラ

オケボックス 

― ― ― ４００平方メ

ートル 

⑴ 道路境界

線までの距

離 ３メー

トル 

⑵ 敷地境界

線までの距

離 １メー

トル 

次に掲げる建

築物等 

物置その他こ

れに類する用

途（自動車車

庫を除く。）

に供し、軒の

高さが２．３

メートル以下

で、かつ、床

面積の合計が

５平方メート

ル以内のもの 

２０メートル ― 

一般住宅

地区 

次に掲げる用途に供するための

建築物 

マージャン屋、パチンコ屋、カラ

オケボックス 

― ― ― １２０平方メ

ートル 

⑴ 道路境界

線までの距

離 １メー

トル 

⑵ 敷地境界

線までの距

離 ０．７

メートル 

次の各号の一

に該当する建

築物 

⑴ 物置その

他これに類

す る 用 途

（自動車車

庫を除く。）

に供し、軒

の 高 さ が

２．３メー

ト ル 以 下

で、かつ、

床面積の合

計が５平方

メートル以

内のもの 

⑵ 自動車車

１０メートル ― 



庫で軒の高

さが２．３

メートル以

下のもの 

２ 梶野町三

丁目地区

住宅地高

度利用地

区整備計

画 

集合住宅

地区 

次に掲げる建築物以外の建築物 

１ 共同住宅 

２ 上記の建築物に附属するも

の 

― ― ― ４００平方メ

ートル 

⑴ 道路境界

線までの距

離 ３メー

トル 

⑵ 敷地境界

線までの距

離 １メー

トル 

次に掲げる建

築物等 

物置その他

これに類する

用途（自動車

車庫を除く。）

に供し、軒の

高さが２．３

メートル以下

で、かつ、床

面積の合計が

５平方メート

ル以内のもの 

― ― 

一般住宅

地区 

次に掲げる建築物以外の建築物 

１ 住宅（店舗、事務所、診療所

の併設を含む。）及び共同住宅 

２ 上記の建築物に附属するも

の 

― ― ― １２０平方メ

ートル 

⑴ 道路境界

線までの距

離 １メー

トル 

⑵ 敷地境界

線までの距

離 ０．７

メートル 

次の各号の一

に該当する建

築物 

⑴ 物置その

他これに類

す る 用 途

（自動車車

庫を除く。）

に供し、軒

の 高 さ が

２．３メー

ト ル 以 下

で、かつ、

床面積の合

計が５平方

メートル以

内のもの 

⑵ 自動車車

庫で軒の高

さが２．３

メートル以

― ― 



下のもの 

３ 武蔵小金

井駅南口

地区整備

計画 

駅前地区 

Ａ―１ 

次に掲げる用途に供するための

建築物 

風俗営業等の規制及び業務の適

正化等に関する法律（昭和２３年

法律第１２２号）第２条第６項各

号に掲げる店舗型性風俗特殊営

業の用に供するもの、工場（法別

表第２（に）欄に定めるもの）、

倉庫業を営む倉庫、以上に附属す

るもの 

― ― ― ５００平方メ

ートル。 

ただし、次の

各号のいずれ

かに該当する

場合は、この

限りでない。 

⑴ 巡査派出

所、公衆便

所、公共用

歩廊、バス

停留所の上

屋その他こ

れらに類す

るもの 

⑵ 広場、道

路その他こ

れらに類す

るものの内

にある建築

物 で 安 全

上、防火上

及び衛生上

支障がない

もの 

都市計画図書

による。 

次に掲げる建

築物 

⑴ ２階以上

に設けられ

る専ら通行

の用に供す

る渡り廊下

等の建築物

の部分 

⑵ 落下被害

防止等のた

めに設けら

れる建築物

の部分で、

歩行者等の

通行の妨げ

とならない

もの 

９５メートル 

ただし、階段

室、昇降機塔、

装飾塔、物見

塔、屋窓その

他これらに類

する建築物の

屋上部分の水

平投影面積の

合計が当該建

築物の建築面

積の８分の１

以内の場合に

おいては、そ

の部分の高さ

は、１２メー

トルまでは当

該建築物の高

さに算入しな

い。また、棟

飾、防火壁の

屋上突出部そ

の他これらに

類する屋上突

出物は、当該

建築物の高さ

に算入しな

い。 

― 

駅前地区

Ａ―２ 

次に掲げる用途に供するための

建築物 

風俗営業等の規制及び業務の適

正化等に関する法律第２条に定

める風俗営業及びカラオケボッ

クスその他これに類するもの、工

場（法別表第２（に）欄に定める

もの）、倉庫業を営む倉庫、以上

に附属するもの 

― ― ― ５００平方メ

ートル。 

ただし、次の

各号のいずれ

かに該当する

場合は、この

限りでない。 

⑴ 巡査派出

所、公衆便

都市計画図書

による。 

次に掲げる建

築物 

⑴ ２階以上

に設けられ

る専ら通行

の用に供す

る渡り廊下

等の建築物

の部分 

６０メートル 

ただし、階段

室、昇降機塔、

装飾塔、物見

塔、屋窓その

他これらに類

する建築物の

屋上部分の水

平投影面積の

― 



所、公共用

歩廊、バス

停留所の上

屋その他こ

れらに類す

るもの 

⑵ 広場、道

路その他こ

れらに類す

るものの内

にある建築

物 で 安 全

上、防火上

及び衛生上

支障がない

もの 

⑵ 落下被害

防止等のた

めに設けら

れる建築物

の部分で、

歩行者等の

通行の妨げ

とならない

もの 

合計が当該建

築物の建築面

積の８分の１

以内の場合に

おいては、そ

の部分の高さ

は、１２メー

トルまでは当

該建築物の高

さに算入しな

い。また、棟

飾、防火壁の

屋上突出部そ

の他これらに

類する屋上突

出物は、当該

建築物の高さ

に算入しな

い。 

沿道型複

合地区Ａ 

次に掲げる用途に供する建築物以

外の建築物 

店舗（ただし、風俗営業等の規制

及び業務の適正化等に関する法

律第２条に定める風俗営業及び

カラオケボックスその他これに

類するものを除く。）、駐車施設

及び事務所、官公庁施設等の公益

施 設 、 以 上 に 附 属 す る も の 

― ― ― ５００平方メ

ートル。 

ただし、次の

各号のいずれ

かに該当する

場合は、この

限りでない。 

⑴ 巡査派出

所、公衆便

所、公共用

歩廊、バス

停留所の上

屋その他こ

れらに類す

るもの 

⑵ 広場、道

路その他こ

れらに類す

るものの内

都市計画図書

による。 

次に掲げる建

築物 

⑴ ２階以上

に設けられ

る専ら通行

の用に供す

る渡り廊下

等の建築物

の部分 

⑵ 落下被害

防止等のた

めに設けら

れる建築物

の部分で、

歩行者等の

通行の妨げ

とならない

もの 

６０メートル 

ただし、階段

室、昇降機塔、

装飾塔、物見

塔、屋窓その

他これらに類

する建築物の

屋上部分の水

平投影面積の

合計が当該建

築物の建築面

積の８分の１

以内の場合に

おいては、そ

の部分の高さ

は、１２メー

トルまでは当

該建築物の高

さに算入しな

― 



にある建築

物 で 安 全

上、防火上

及び衛生上

支障がない

もの 

い。また、棟

飾、防火壁の

屋上突出部そ

の他これらに

類する屋上突

出物は、当該

建築物の高さ

に算入しな

い。 

連雀通り 

南地区Ａ 

次に掲げる用途に供する建築物

以外の建築物 

店舗（ただし、風俗営業等の規制

及び業務の適正化等に関する法

律第２条に定める風俗営業及び

カラオケボックスその他これに

類するものを除く。）、駐車施設

及び事務所、官公庁施設等の公益

施設、以上に附属するもの 

― ― ― ５００平方メ

ートル。 

ただし、次の

各号のいずれ

かに該当する

場合は、この

限りでない。 

⑴ 巡査派出

所、公衆便

所、公共用

歩廊、バス

停留所の上

屋その他こ

れらに類す

るもの 

⑵ 広場、道

路その他こ

れらに類す

るものの内

にある建築

物で安全

上、防火上

及び衛生上

支障がない

もの 

都市計画図書

による。 

次に掲げる建

築物 

⑴ ２階以上

に設けられ

る専ら通行

の用に供す

る渡り廊下

等の建築物

の部分 

⑵ 落下被害

防止等のた

めに設けら

れる建築物

の部分で、

歩行者等の

通行の妨げ

とならない

もの 

４５メートル 

ただし、階段

室、昇降機塔、

装飾塔、物見

塔、屋窓その

他これらに類

する建築物の

屋上部分の水

平投影面積の

合計が当該建

築物の建築面

積の８分の１

以内の場合に

おいては、そ

の部分の高さ

は、１２メー

トルまでは当

該建築物の高

さに算入しな

い。また、棟

飾、防火壁の

屋上突出部そ

の他これらに

類する屋上突

出物は、当該

建築物の高さ

に算入しな

い。 

― 

４ 貫井北町 住居系地 次に掲げる建築物 １０分の１５ ― ― ― 都市計画図書 ― ２２メートル。 ― 



三丁目地

区整備計

画 

区 ⑴ 法別表第２（い）項第５号に

規定する神社、寺院、教会その

他これらに類するもの 

⑵ 法別表第２（い）項第７号に

規定する公衆浴場 

⑶ 法別表第２（は）項第３号に

規定する病院 

ただし、第一種低層住

居専用地域は除く。 

による。 ただし、第一

種低層住居専

用地域は除く。 

複合住宅

地区 

― ― ― ― ― 都市計画図書

による。 

― ２２メートル。 

ただし、第一

種低層住居専

用地域は除く。 

― 

５ 東小金井

駅北口地

区整備計

画 

駅前商業
地区Ａ 

次に掲げる用途に供するための建
築物 
１ 風俗営業等の規制及び業務の
適正化等に関する法律第２条第
６項に掲げる店舗型性風俗特殊
営業、同条第９項に掲げる店舗
型電話異性紹介営業及び同条第
１１項に掲げる接客業務受託営
業の用途に供する建築物 

２ 倉庫（延べ面積２００平方メ
ートル以上のものに限る。）及び
工場（洋服店、畳屋、建具屋、
自転車店、家庭電気器具店その
他これらに類するもの及び自家
販売のために食品製造業を営む
パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋
その他これらに類するもの（原
動機を使用する場合には、原動
機の出力の合計が０．７５キロ
ワット以下のものに限る。）で、
作業場の床面積合計が５０平方
メートル以内のものを除く。） 

  ただし、土地利用の状況等に
照らして適正な都市機能と健全
な都市環境の確保に支障がない
と市長が認めるときは、この限
りでない。 

３ 勝馬投票券発売所、場外車券
売場その他これらに類するもの 

４ ２階以下の部分を住宅、共同
住宅、寄宿舎及び下宿の用（出
入口は除く。）に供する建築物 

目標容積率 
１０分の４０ 
土地区画整理事業にお
ける換地処分公告後又
は道路供用開始告示後
は、容積率の最高限度
は適用しない。 
暫定容積率 
１０分の３０ 
土地区画整理事業にお
ける換地処分公告後又
は道路供用開始告示後
は、容積率の最高限度
は適用しない。 

― ― １５０平方メ
ートル 
 

都市計画図書

による。 

地盤面からの
高さが２．５
メートルを超
える部分、地
盤面下の建築
物、ピロティ
形式の柱及び
市長が公共公
益上やむを得
ないと認めた
建築物 

― ― 

駅前商業
地区Ｂ 

次に掲げる用途に供するための建
築物 
１ 風俗営業等の規制及び業務の
適正化等に関する法律第２条第
６項に掲げる店舗型性風俗特殊

目標容積率 
１０分の４０ 
土地区画整理事業にお
ける換地処分公告後又
は道路供用開始告示後

― ― １５０平方メ
ートル 
 

都市計画図書

による。 

地盤面からの
高さが２．５
メートルを超
える部分、地
盤面下の建築

― ― 



営業、同条第９項に掲げる店舗
型電話異性紹介営業及び同条第
１１項に掲げる接客業務受託営
業の用途に供する建築物 

２ 倉庫（延べ面積２００平方メ
ートル以上のものに限る。）及び
工場（洋服店、畳屋、建具屋、
自転車店、家庭電気器具店その
他これらに類するもの並びに自
家販売のために食品製造業を営
むパン屋、米屋、豆腐屋、菓子
屋その他これらに類するもの
（原動機を使用する場合には、
原動機の出力の合計が０．７５
キロワット以下のものに限る。）
で、作業場の床面積合計が５０
平方メートル以内のものを除
く。） 

  ただし、土地利用の状況等に
照らして適正な都市機能と健全
な都市環境の確保に支障がない
と市長が認めるときは、この限
りでない。 

３ 勝馬投票券発売所、場外車券
売場その他これらに類するもの 

４ ２階以下の部分を住宅、共同
住宅、寄宿舎及び下宿の用（出
入口は除く。）に供する建築物 

は、容積率の最高限度
は適用しない。 
暫定容積率 
１０分の２０ 
土地区画整理事業にお
ける換地処分公告後又
は道路供用開始告示後
は、容積率の最高限度
は適用しない。 

物、ピロティ
形式の柱及び
市長が公共公
益上やむを得
ないと認めた
建築物 

駅前商業
地区Ｃ 

次に掲げる用途に供するための建
築物 
１ 風俗営業等の規制及び業務の
適正化等に関する法律第２条第
６項に掲げる店舗型性風俗特殊
営業、同条第９項に掲げる店舗
型電話異性紹介営業及び同条第
１１項に掲げる接客業務受託営
業の用途に供する建築物 

２ 倉庫（延べ面積２００平方メ
ートル以上のものに限る。）及び
工場（洋服店、畳屋、建具屋、
自転車店、家庭電気器具店その
他これらに類するもの及び自家
販売のために食品製造業を営む
パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋
その他これらに類するもの（原
動機を使用する場合には、原動
機の出力の合計が０．７５キロ
ワット以下のものに限る。）で、
作業場の床面積合計が５０平方
メートル以内のものを除く。） 

  ただし、土地利用の状況等に
照らして適正な都市機能と健全

目標容積率 
１０分の４０ 
土地区画整理事業にお
ける換地処分公告後又
は道路供用開始告示後
は、容積率の最高限度
は適用しない。 
暫定容積率 
１０分の１５ 
土地区画整理事業にお
ける換地処分公告後又
は道路供用開始告示後
は、容積率の最高限度
は適用しない。 

― ― １５０平方メ
ートル 
 

都市計画図書

による。 

地盤面からの
高さが２．５
メートルを超
える部分、地
盤面下の建築
物、ピロティ
形式の柱及び
市長が公共公
益上やむを得
ないと認めた
建築物 

― ― 



な都市環境の確保に支障がない
と市長が認めるときは、この限
りでない。 

３ 勝馬投票券発売所、場外車券
売場その他これらに類するもの 

４ ２階以下の部分を住宅、共同
住宅、寄宿舎及び下宿の用（出
入口は除く。）に供する建築物 

駅前商業
地区Ｄ 

次に掲げる用途に供するための建
築物 
１ 風俗営業等の規制及び業務の
適正化等に関する法律第２条第
６項に掲げる店舗型性風俗特殊
営業、同条第９項に掲げる店舗
型電話異性紹介営業及び同条第
１１項に掲げる接客業務受託営
業の用途に供する建築物 

２ 倉庫（延べ面積２００平方メ
ートル以上のものに限る。）及び
工場（洋服店、畳屋、建具屋、
自転車店、家庭電気器具店その
他これらに類するもの及び自家
販売のために食品製造業を営む
パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋
その他これらに類するもの（原
動機を使用する場合には、原動
機の出力の合計が０．７５キロ
ワット以下のものに限る。）で、
作業場の床面積合計が５０平方
メートル以内のものを除く。） 

  ただし、土地利用の状況等に
照らして適正な都市機能と健全
な都市環境の確保に支障がない
と市長が認めるときは、この限
りでない。 

３ 勝馬投票券発売所、場外車券
売場その他これらに類するもの 

４ ２階以下の部分を住宅、共同
住宅、寄宿舎及び下宿の用（出
入口は除く。）に供する建築物 

目標容積率 
１０分の４０ 
土地区画整理事業にお
ける換地処分公告後又
は道路供用開始告示後
は、容積率の最高限度
は適用しない。 
暫定容積率 
１０分の８ 
土地区画整理事業にお
ける換地処分公告後又
は道路供用開始告示後
は、容積率の最高限度
は適用しない。 

― ― １５０平方メ
ートル 
 

都市計画図書

による。 

地盤面からの
高さが２．５
メートルを超
える部分、地
盤面下の建築
物、ピロティ
形式の柱及び
市長が公共公
益上やむを得
ないと認めた
建築物 

― ― 

駅前商業
地区Ｅ 

次に掲げる用途に供するための建
築物 
１ 風俗営業等の規制及び業務の
適正化等に関する法律第２条第
６項に掲げる店舗型性風俗特殊
営業、同条第９項に掲げる店舗
型電話異性紹介営業及び同条第
１１項に掲げる接客業務受託営
業の用途に供する建築物 

２ 倉庫（延べ面積２００平方メ
ートル以上のものに限る。）及び
工場（洋服店、畳屋、建具屋、

目標容積率 
１０分の４０ 
土地区画整理事業にお
ける換地処分公告後又
は道路供用開始告示後
は、容積率の最高限度
は適用しない。 
暫定容積率 
１０分の６ 
土地区画整理事業にお
ける換地処分公告後又
は道路供用開始告示後

― ― １５０平方メ
ートル 
 

都市計画図書

による。 

地盤面からの
高さが２．５
メートルを超
える部分、地
盤面下の建築
物、ピロティ
形式の柱及び
市長が公共公
益上やむを得
ないと認めた
建築物 

― ― 



自転車店、家庭電気器具店その
他これらに類するもの及び自家
販売のために食品製造業を営む
パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋
その他これらに類するもの（原
動機を使用する場合には、原動
機の出力の合計が０．７５キロ
ワット以下のものに限る。）で、
作業場の床面積合計が５０平方
メートル以内のものを除く。） 

  ただし、土地利用の状況等に
照らして適正な都市機能と健全
な都市環境の確保に支障がない
と市長が認めるときは、この限
りでない。 

３ 勝馬投票券発売所、場外車券
売場その他これらに類するもの 

４ ２階以下の部分を住宅、共同
住宅、寄宿舎及び下宿の用（出
入口は除く。）に供する建築物 

は、容積率の最高限度
は適用しない。 

近隣商業
地区Ａ 

次に掲げる用途に供するための建
築物 
１ 風俗営業等の規制及び業務の
適正化等に関する法律第２条第
９項に掲げる店舗型電話異性紹
介営業及び同条第１１項に掲げ
る接客業務受託営業の用途に供
する建築物 

２ 倉庫（延べ面積２００平方メ
ートル以上のものに限る。）及び
工場（洋服店、畳屋、建具屋、
自転車店、家庭電気器具店その
他これらに類するもの及び自家
販売のために食品製造業を営む
パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋
その他これらに類するもの（原
動機を使用する場合には、原動
機の出力の合計が０．７５キロ
ワット以下のものに限る。）で、
作業場の床面積合計が５０平方
メートル以内のものを除く。） 

  ただし、土地利用の状況等に
照らして適正な都市機能と健全
な都市環境の確保に支障がない
と市長が認めるときは、この限
りでない。 

３ 勝馬投票券発売所、場外車券
売場その他これらに類するもの 

４ 都市計画道路３・４・９号線、
３・４・１６号線及び区画道路
１７号線に接する敷地で、建築
物の１階部分のうち都市計画道

― ― ― １５０平方メ
ートル 
 

都市計画図書

による。 

地盤面からの
高さが２．５
メートルを超
える部分、地
盤面下の建築
物、ピロティ
形式の柱及び
市長が公共公
益上やむを得
ないと認めた
建築物 

２６メートル、
かつ地階を除
く階数８以下 

― 



路３・４・９号線、３・４・１
６号線及び区画道路１７号線に
面する部分を住宅、共同住宅、
寄宿舎及び下宿の用（出入口は
除く。）に供する建築物 

５ 都市計画図書に示す道路Ａに
接する敷地で、道路Ａに面する
建築物の部分をマージャン屋、
パチンコ屋その他これらに類す
るものの用途に供する建築物 

６ 都市計画図書に示す道路Ａに
接する敷地で、道路Ａに面する
建築物の部分をカラオケボック
スその他これらに類するものの
用途に供する建築物 

近隣商業
地区Ｂ 

次に掲げる用途に供するための建
築物 
１ 風俗営業等の規制及び業務の
適正化等に関する法律第２条第
９項に掲げる店舗型電話異性紹
介営業及び同条第１１項に掲げ
る接客業務受託営業の用途に供
する建築物 

２ 倉庫（延べ面積２００平方メ
ートル以上のものに限る。）及び
工場（洋服店、畳屋、建具屋、
自転車店、家庭電気器具店その
他これらに類するもの及び自家
販売のために食品製造業を営む
パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋
その他これらに類するもの（原
動機を使用する場合には、原動
機の出力の合計が０．７５キロ
ワット以下のものに限る。）で、
作業場の床面積合計が５０平方
メートル以内のものを除く。） 

  ただし、土地利用の状況等に
照らして適正な都市機能と健全
な都市環境の確保に支障がない
と市長が認めるときは、この限
りでない。 

３ 勝馬投票券発売所、場外車券
売場その他これらに類するもの 

４ 都市計画道路３・４・９号線、
３・４・１６号線及び区画道路
１７号線に接する敷地で、建築
物の１階部分のうち都市計画道
路３・４・９号線、３・４・１
６号線及び区画道路１７号線に
面する部分を住宅、共同住宅、
寄宿舎及び下宿の用（出入口は
除く。）に供する建築物 

目標容積率 
１０分の３０ 
土地区画整理事業にお
ける換地処分公告後又
は道路供用開始告示後
は、容積率の最高限度
は適用しない。 
暫定容積率 
１０分の２０ 
土地区画整理事業にお
ける換地処分公告後又
は道路供用開始告示後
は、容積率の最高限度
は適用しない。 

― ― １５０平方メ
ートル 
 

都市計画図書

による。 

地盤面からの
高さが２．５
メートルを超
える部分、地
盤面下の建築
物、ピロティ
形式の柱及び
市長が公共公
益上やむを得
ないと認めた
建築物 

２６メートル、
かつ地階を除
く階数８以下 

― 



５ 都市計画図書に示す道路Ａに
接する敷地で、道路Ａに面する
建築物の部分をマージャン屋、
パチンコ屋その他これらに類す
るものの用途に供する建築物 

６ 都市計画図書に示す道路Ａに
接する敷地で、道路Ａに面する
建築物の部分をカラオケボック
スその他これらに類するものの
用途に供する建築物 

近隣商業
地区Ｃ 

次に掲げる用途に供するための建
築物 
１ 風俗営業等の規制及び業務の
適正化等に関する法律第２条第
９項に掲げる店舗型電話異性紹
介営業及び同条第１１項に掲げ
る接客業務受託営業の用途に供
する建築物 

２ 倉庫（延べ面積２００平方メ
ートル以上のものに限る。）及び
工場（洋服店、畳屋、建具屋、
自転車店、家庭電気器具店その
他これらに類するもの及び自家
販売のために食品製造業を営む
パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋
その他これらに類するもの（原
動機を使用する場合には、原動
機の出力の合計が０．７５キロ
ワット以下のものに限る。）で、
作業場の床面積合計が５０平方
メートル以内のものを除く。） 

  ただし、土地利用の状況等に
照らして適正な都市機能と健全
な都市環境の確保に支障がない
と市長が認めるときは、この限
りでない。 

３ 勝馬投票券発売所、場外車券
売場その他これらに類するもの 

４ 都市計画道路３・４・９号線、
３・４・１６号線及び区画道路
１７号線に接する敷地で、建築
物の１階部分のうち都市計画道
路３・４・９号線、３・４・１
６号線及び区画道路１７号線に
面する部分を住宅、共同住宅、
寄宿舎及び下宿の用（出入口は
除く。）に供する建築物 

５ 都市計画図書に示す道路Ａに
接する敷地で、道路Ａに面する
建築物の部分をマージャン屋、
パチンコ屋その他これらに類す
るものの用途に供する建築物 

目標容積率 
１０分の３０ 
土地区画整理事業にお
ける換地処分公告後又
は道路供用開始告示後
は、容積率の最高限度
は適用しない。 
暫定容積率 
１０分の１５ 
土地区画整理事業にお
ける換地処分公告後又
は道路供用開始告示後
は、容積率の最高限度
は適用しない。 

― ― １５０平方メ
ートル 
 

都市計画図書

による。 

地盤面からの
高さが２．５
メートルを超
える部分、地
盤面下の建築
物、ピロティ
形式の柱及び
市長が公共公
益上やむを得
ないと認めた
建築物 

２ ６ メ ー ト
ル、かつ地階
を除く階数８
以下 

― 



６ 都市計画図書に示す道路Ａに
接する敷地で、道路Ａに面する
建築物の部分をカラオケボック
スその他これらに類するものの
用途に供する建築物 

近隣商業
地区Ｄ 

次に掲げる用途に供するための建
築物 
１ 風俗営業等の規制及び業務の
適正化等に関する法律第２条第
９項に掲げる店舗型電話異性紹
介営業及び同条第１１項に掲げ
る接客業務受託営業の用途に供
する建築物 

２ 倉庫（延べ面積２００平方メ
ートル以上のものに限る。）及び
工場（洋服店、畳屋、建具屋、
自転車店、家庭電気器具店その
他これらに類するもの及び自家
販売のために食品製造業を営む
パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋
その他これらに類するもの（原
動機を使用する場合には、原動
機の出力の合計が０．７５キロ
ワット以下のものに限る。）で、
作業場の床面積合計が５０平方
メートル以内のものを除く。） 

  ただし、土地利用の状況等に
照らして適正な都市機能と健全
な都市環境の確保に支障がない
と市長が認めるときは、この限
りでない。 

３ 勝馬投票券発売所、場外車券
売場その他これらに類するもの 

４ 都市計画道路３・４・９号線、
３・４・１６号線及び区画道路
１７号線に接する敷地で、建築
物の１階部分のうち都市計画道
路３・４・９号線、３・４・１
６号線及び区画道路１７号線に
面する部分を住宅、共同住宅、
寄宿舎及び下宿の用（出入口は
除く。）に供する建築物 

５ 都市計画図書に示す道路Ａに
接する敷地で、道路Ａに面する
建築物の部分をマージャン屋、
パチンコ屋その他これらに類す
るものの用途に供する建築物 

６ 都市計画図書に示す道路Ａに
接する敷地で、道路Ａに面する
建築物の部分をカラオケボック
スその他これらに類するものの
用途に供する建築物 

目標容積率 
１０分の３０ 
土地区画整理事業にお
ける換地処分公告後又
は道路供用開始告示後
は、容積率の最高限度
は適用しない。 
暫定容積率 
１０分の８ 
土地区画整理事業にお
ける換地処分公告後又
は道路供用開始告示後
は、容積率の最高限度
は適用しない。 

― ― １５０平方メ
ートル 
 

都市計画図書

による。 

地盤面からの
高さが２．５
メートルを超
える部分、地
盤面下の建築
物、ピロティ
形式の柱及び
市長が公共公
益上やむを得
ないと認めた
建築物 

２ ６ メ ー ト
ル、かつ地階
を除く階数８
以下 

― 



近隣商業
地区Ｅ 

次に掲げる用途に供するための建
築物 
１ 風俗営業等の規制及び業務の
適正化等に関する法律第２条第
９項に掲げる店舗型電話異性紹
介営業及び同条第１１項に掲げ
る接客業務受託営業の用途に供
する建築物 

２ 倉庫（延べ面積２００平方メ
ートル以上のものに限る。）及び
工場（洋服店、畳屋、建具屋、
自転車店、家庭電気器具店その
他これらに類するもの及び自家
販売のために食品製造業を営む
パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋
その他これらに類するもの（原
動機を使用する場合には、原動
機の出力の合計が０．７５キロ
ワット以下のものに限る。）で、
作業場の床面積合計が５０平方
メートル以内のものを除く。） 

  ただし、土地利用の状況等に
照らして適正な都市機能と健全
な都市環境の確保に支障がない
と市長が認めるときは、この限
りでない。 

３ 勝馬投票券発売所、場外車券
売場その他これらに類するもの 

４ 都市計画道路３・４・９号線、
３・４・１６号線及び区画道路
１７号線に接する敷地で、建築
物の１階部分のうち都市計画道
路３・４・９号線、３・４・１
６号線及び区画道路１７号線に
面する部分を住宅、共同住宅、
寄宿舎及び下宿の用（出入口は
除く。）に供する建築物 

５ 都市計画図書に示す道路Ａに
接する敷地で、道路Ａに面する
建築物の部分をマージャン屋、
パチンコ屋その他これらに類す
るものの用途に供する建築物 

６ 都市計画図書に示す道路Ａに
接する敷地で、道路Ａに面する
建築物の部分をカラオケボック
スその他これらに類するものの
用途に供する建築物 

目標容積率 
１０分の３０ 
土地区画整理事業にお
ける換地処分公告後又
は道路供用開始告示後
は、容積率の最高限度
は適用しない。 
暫定容積率 
１０分の６ 
土地区画整理事業にお
ける換地処分公告後又
は道路供用開始告示後
は、容積率の最高限度
は適用しない。 

― ― １５０平方メ
ートル 
 

都市計画図書

による。 

地盤面からの
高さが２．５
メートルを超
える部分、地
盤面下の建築
物、ピロティ
形式の柱及び
市長が公共公
益上やむを得
ないと認めた
建築物 

２ ６ メ ー ト
ル、かつ地階
を除く階数８
以下 

― 

一般住宅
地区Ａ 

― ― ― ― １２０平方メ
ートル 
 

都市計画図書

による。 

１ 物置その
他これに類
す る 用 途
（自動車車
庫を除く。）

２ ６ メ ー ト
ル、かつ地階
を除く階数８
以下 

― 



に供し、軒
の 高 さ が
２．３メー
ト ル 以 下
で、かつ、
床面積の合
計が５平方
メートル以
内であるも
の 

２ 自動車車
庫で軒の高
さが２．３
メートル以
下であるも
の 

３ 外壁等の
中心線の長
さの合計が
３メートル
以下である
もの 

一般住宅
地区Ｂ 

― 目標容積率 
１０分の２０ 
土地区画整理事業にお
ける換地処分公告後又
は道路供用開始告示後
は、容積率の最高限度
は適用しない。 
暫定容積率 
１０分の１５ 
土地区画整理事業にお
ける換地処分公告後又
は道路供用開始告示後
は、容積率の最高限度
は適用しない。 

― ― １２０平方メ
ートル 
 

都市計画図書

による。 

１ 物置その
他これに類
す る 用 途
（自動車車
庫を除く。）
に供し、軒
の 高 さ が
２．３メー
ト ル 以 下
で、かつ、
床面積の合
計が５平方
メートル以
内であるも
の 

２ 自動車車
庫で軒の高
さが２．３
メートル以
下であるも
の 

３ 外壁等の
中心線の長
さの合計が
３メートル
以下である
もの 

２ ６ メ ー ト
ル、かつ地階
を除く階数８
以下 

― 

一般住宅
地区Ｃ 

― 目標容積率 
１０分の２０ 
土地区画整理事業にお

― ― １２０平方メ
ートル 
 

都市計画図書

による。 

１ 物置その
他これに類
す る 用 途

２ ６ メ ー ト
ル、かつ地階
を除く階数８

― 



ける換地処分公告後又
は道路供用開始告示後
は、容積率の最高限度
は適用しない。 
暫定容積率 
１０分の８ 
土地区画整理事業にお
ける換地処分公告後又
は道路供用開始告示後
は、容積率の最高限度
は適用しない。 

（自動車車
庫を除く。）
に供し、軒
の 高 さ が
２．３メー
ト ル 以 下
で、かつ、
床面積の合
計が５平方
メートル以
内であるも
の 

２ 自動車車
庫で軒の高
さが２．３
メートル以
下であるも
の 

３ 外壁等の
中心線の長
さの合計が
３メートル
以下である
もの 

以下 

一般住宅
地区Ｄ 

― 目標容積率 
１０分の２０ 
土地区画整理事業にお
ける換地処分公告後又
は道路供用開始告示後
は、容積率の最高限度
は適用しない。 
暫定容積率 
１０分の６ 
土地区画整理事業にお
ける換地処分公告後又
は道路供用開始告示後
は、容積率の最高限度
は適用しない。 

― ― １２０平方メ
ートル 
 

都市計画図書

による。 

１ 物置その
他これに類
す る 用 途
（自動車車
庫を除く。）
に供し、軒
の 高 さ が
２．３メー
ト ル 以 下
で、かつ、
床面積の合
計が５平方
メートル以
内であるも
の 

２ 自動車車
庫で軒の高
さが２．３
メートル以
下であるも
の 

３ 外壁等の
中心線の長
さの合計が
３メートル
以下である
もの 

２ ６ メ ー ト
ル、かつ地階
を除く階数８
以下 

― 

中低層住 ― 目標容積率 ― ― １２０平方メ 都市計画図書 １ 物置その ２ ６ メ ー ト ― 



宅地区 １０分の２０ 
土地区画整理事業にお
ける換地処分公告後又
は道路供用開始告示後
は、容積率の最高限度
は適用しない。 
暫定容積率 
１０分の８ 
土地区画整理事業にお
ける換地処分公告後又
は道路供用開始告示後
は、容積率の最高限度
は適用しない。 

ートル 
 

による。 他これに類
す る 用 途
（自動車車
庫を除く。）
に供し、軒
の 高 さ が
２．３メー
ト ル 以 下
で、かつ、
床面積の合
計が５平方
メートル以
内であるも
の 

２ 自動車車
庫で軒の高
さが２．３
メートル以
下であるも
の 

３ 外壁等の
中心線の長
さの合計が
３メートル
以下である
もの 

ル、かつ地階
を除く階数８
以下 

低層住宅
地区Ａ 

― 目標容積率 
１０分の１０ 
土地区画整理事業にお
ける換地処分公告後又
は道路供用開始告示後
は、容積率の最高限度
は適用しない。 
暫定容積率 
１０分の８ 
土地区画整理事業にお
ける換地処分公告後又
は道路供用開始告示後
は、容積率の最高限度
は適用しない。 

― ― １２０平方メ
ートル 
 

都市計画図書

による。 

１ 物置その
他これに類
す る 用 途
（自動車車
庫を除く。）
に供し、軒
の 高 さ が
２．３メー
ト ル 以 下
で、かつ、
床面積の合
計が５平方
メートル以
内であるも
の 

２ 自動車車
庫で軒の高
さが２．３
メートル以
下であるも
の 

３ 外壁等の
中心線の長
さの合計が
３メートル
以下である

― ― 



もの 

低層住宅
地区Ｂ 

― 目標容積率 
１０分の１０ 
土地区画整理事業にお
ける換地処分公告後又
は道路供用開始告示後
は、容積率の最高限度
は適用しない。 
暫定容積率 
１０分の６ 
土地区画整理事業にお
ける換地処分公告後又
は道路供用開始告示後
は、容積率の最高限度
は適用しない。 

― ― １２０平方メ
ートル 
 

都市計画図書

による。 

１ 物置その
他これに類
す る 用 途
（自動車車
庫を除く。）
に供し、軒
の 高 さ が
２．３メー
ト ル 以 下
で、かつ、
床面積の合
計が５平方
メートル以
内であるも
の 

２ 自動車車
庫で軒の高
さが２．３
メートル以
下であるも
の 

３ 外壁等の
中心線の長
さの合計が
３メートル
以下である
もの 

― ― 

 


